	運営規程の作成例
	作成に当たっての留意事項

	○○○運営規程

　（趣旨）

第１条　この規定は、 西東京市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成26年条例第24号）第14条の規定に基づき事業の運営についての重要事項に関する規程を定めるものとする。

（事業の目的）　

第２条　△△△（以下「事業者」という。）が設置する○○○（以下「事業所」という。）において、児童福祉法（昭和22年法律第164号）第６条の３第２項に基づき、放課後児童健全育成事業を行うことを目的とする。

（運営方針）

第３条　事業所は、その保護者が労働等により昼間家庭にいないものにつき、家庭、地域等との連携の下、発達段階に応じた主体的な遊びや生活が可能となるよう、当該児童の自主性、社会性及び創造性の向上、基本的な生活習慣の確立等を図り、もって当該児童の健全な育成を図ることを目的として放課後児童健全育成事業における支援を行うものとする。

２　放課後児童健全育成事業の実施に当たっては、地域社会との交流及び連携を図り、児童の保護者及び地域社会に対し、事業者が行う放課後児童健全育成事業の運営の内容を適切に説明するよう努めるものとする。

３　事業者は、その運営の内容について、自ら評価を行い、その結果を公表するよう努めるものとする。

４　前３項のほか、事業者は、児童福祉法、「放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準（平成26年厚生労働省令第63号）」及び「西東京市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成26年西東京市条例第24号）」に定める内容のほか関係法令を遵守し、事業を実施するものとする。

　（事業所の名称等）
第４条　放課後児童健全育成事業を行う事業所の名称及び所在地は次のとおりとする。

　(1)名称　　○○○
(2)所在地　西東京市△△町×丁目×番×号
（職員の職種、員数及び職務の内容）

第５条　事業所における職員の職種、員数及び職務の内容は、次のとおりとする。

(1)放課後児童支援員　●●名

放課後児童支援員はおおむね次の業務を行う。

　　ア　児童の健康管理、出席確認をはじめとした安全の確保、情緒の安定を図ること。
　　イ　遊びを通しての自主性、社会性、創造性を培うこと。
　　ウ　基本的生活習慣についての援助、自立に向けた手助けを行うとともに、その力を身につけさせること。

　　エ　活動状況について家庭との日常的な連絡、情報交換を行うとともに、その力を身につけさせること。

　　オ　児童虐待の早期発見に努め、児童虐待等により福祉的介入が必要とされるケースについては、西東京市が設置する要保護児童対策地域協議会等を活用しながら、児童相談所や保健所等の関係機関と連携して対応を図ること。

　　カ　その他放課後等における児童の健全育成上必要な活動を行うこと。

(2)補助員　●●名

　　補助員は、放課後児童支援員が行う業務を補助する。

（開所している日及び時間）

第６条　事業所の開所日及び開所時間については、次のとおりとする。

(1)開所日数・開所日
　　開所日数は250日以上とする。また、●曜日から●曜日までとする。ただし、日曜日、国民の祝日に関する法律（昭和23年法律第178号）に規定する休日及び１月２日、同月３日、12月29日から同月31日までを除く。
　　
(2)開所時間　

    ア　小学校の授業日

　　　　午後●時から午後●時まで

　　イ　小学校の授業の休業日・土曜日

　　　　午前８時30分から午後６時まで　　

２　事業者は、必要があると認めたときは、前項の開所時間を変更することができる。
　（支援の内容）

第７条　事業所で行う放課後児童健全育成事業の支援の内容は、次のとおりとする。

(1)児童の健康管理、安全確保、情緒の安定

(2)遊びの活動への意欲と態度の形成

(3)遊びをとおしての自主性、社会性、創造性を培うこと

(4)児童の遊びの活動状況の把握と家庭への連　　

　 絡

(5)その他●●●●を行う
（当該支援の提供につき利用者の保護者が支払うべき額）
第８条　保護者から徴収する額は次のとおりとする。

　 (1)育成料　　　　円

(2)間食費　　　　円

２　前項１について、同一世帯から２人以上の児童が学童クラブに入会している場合における２人目以降の児童１人当たりの育成料は、半額とする。
３　前２項については、事業者は次のとおり育成料等を減額し、又は免除することができる。
(1)児童が生活保護法（昭和25年法律第144号）の被保護世帯（単給世帯を含む。）に属する場合　免除

(2)中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第30号）による支援給付を受けている者が児童の保護者のいずれかである場合　免除

(3)児童が市民税・都民税非課税世帯（間食費については、ひとり親家庭の世帯に限る。）に属する場合　免除

(4)市長が別に定めるところにより就学援助費の支給を受けている者が児童の保護者のいずれかである場合　育成料を免除

(5)児童が月の16日以後に学童クラブに入会した場合又は月の15日以前に学童クラブを退会した場合　当該入会又は退会した月分の育成料等の２分の１の額の減額

(6)児童が西東京市学童クラブに関する規則８条に規定する休会届を提出した場合　免除

(7)児童が、アレルギー疾患等により、学童クラブが提供する間食を食することができず、間食費を納付しないことが適当であると市長が認めた場合　間食費の免除又は市長が必要と認めた額の減額
  （利用定員）

第９条　事業所の利用定員は○○名とする。

　（通常の事業の実施地域）

第１０条　原則として、事業所の設置されている学区域をいう。

　（事業の利用に当たっての留意事項）

第１１条　利用者が事業を利用する際に保護者が留意すべき事項については、次のとおりとする。

(1)利用者が欠席・早帰りをする場合には、保護者は電話その他の連絡方法により事前に事業所へ届け出ること。
(2)利用中に健康状態や心身の状況を把握し、病気やけがなどの場合は、速やかに保護者に連絡をし、状況によっては、迎えを要請する場合があること。
(3)その他、事業利用上、保護者が留意すべき事項

　（緊急時等における対応方法）

第１２条　事業所は緊急時及び事故発生時等については西東京市児童青少年課危機管理マニュアル等により対応するものとする。

２　利用者に対する支援の提供により賠償すべき事故が発生した場合は、損害賠償は速やかに行わなければならない。　
（非常災害対策）

第１３条　非常災害対策における対応方法については、●●●危機管理マニュアル等による。

（苦情解決の窓口）

第１４条　事業所は、その行った支援に対する利用者及びその保護者等からの苦情に対して、迅速かつ適切に対応するため、苦情を受け付けるための窓口を設置する。

２　前項の苦情を受けた場合には、当該苦情の内容等を記録する。

３　事業所は、その行った支援に関し、市から指導又は助言を受けた場合は、当該指導又は助言に従って必要な改善を行わなければならない。

４　事業所は、社会福祉法（昭和26年法律第45号）第83条に規定する運営適正化委員会が行う同法第85条１項の規定による調査にできる限り協力しなければならない。
　（虐待の防止のための措置に関する事項）

第１４条　事業者は、利用者に対する虐待防止のため次の措置を講ずるものとする。

(1) 虐待防止に関する責任者の選定及び設置
(2) 職員に対する虐待の防止を啓発・普及させるための研修の適宜実施

(3)その他虐待防止のために必要な措置

　（個人情報の保護に関する事項）

第１５条　事業者は、その業務上知り得た利用者及びその家族の個人情報については、個人情報の保護に関する法律（平成15年５月30日法律第57号）その他の関係法令等を遵守し、適正に取り扱うものとする。

２　職員は、正当な理由がなく、その業務上知り得た利用者又はその家族等の秘密を漏らしてはならない。
３　職員であった者が、正当な理由がなく、その業務上知り得た利用者又はその家族等の秘密を漏らすことがないよう、必要な措置を講じなければならない。
（その他事業の運営に関する重要事項）

第１６条　事業者は、職員の資質向上のために研修の機会を設けるものとする。

２　この規程に定める事項のほか、運営に関する重要事項は必要に応じて、保護者に周知するものとする。

附　則


この規程は、平成２７年４月１日から施行する。

	※「○○○」→事業所の正式名称

　 例：西東京学童クラブ

※「△△△」→開設者（法人名等）

※「○○○」→事業所の正式名称

※「○○○」→事業所の正式名称

※所在地は住居表示、ビル名等を正確に記載する。
※同時に提出する支援員名簿と整合性をとってください。
※他の事業所に在籍している人数等は含まず、今回提出する事業所に在籍している人数のみを書いてください。
※開所日数は最低基準条例に基づき、１年につき250日以上となるよう設定します。
※開所時間数は最低基準条例に基づき、下記時間を上回るよう設定します。
(1) 小学校の授業日　１日につき３時間

(2) 小学校の授業の休業日　１日につき８時間

※送迎や食事の提供等、具体的サービス内容を明記してください。
※その他、具体的に実施する内容を明記してください。
※入会金や送迎、食事の提供、時間延長指導等支払うべき額がある場合には明記します。
※減額・免除の制度を設けている場合には明記します。（参考程度に西東京市の減額免除の要件を明記しておきます）
※専用面積を1.65㎡で割った数字を上限とします。
※例外がある場合は、明記してください。
※事業所を利用するにあたって、利用者の保護者が留意すべき事項を具体的に明記します。
※賠償すべき事態において、速やかに事務を進めるために、損害賠償保険に加入しておくことが望ましいと考えられます。
※有事の際に適切に行動できるよう、危機管理マニュアル等を作成してください。
※事業所で設置する相談窓口等を利用者の保護者に対して紹介してください。
※各事業所における重要事項を明記します。
※放課後児童健全育成事業を開始する日を施行日としてください。


※運営規程は学童クラブごとに作成が必要です。
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